
Ĵ 開示すべきセグメント情報
（単位：千円）

区 分 学部・研究科 医学部附属病院 乾燥地研究セン
ター

教育研究支援セ
ンター 附 属 学 校 事 務 局 小 計 法 人 共 通 合 計

業 務 費 用

業 務 費 9¶566¶604 16¶860¶749 635¶742 2¶467¶480 836¶175 982¶599 31¶349¶351 ` 31¶349¶351

教 育 経 費 1¶318¶873 31¶506 ` 411¶699 148¶702 19¶453 1¶930¶235 ` 1¶930¶235

研 究 経 費 1¶105¶516 180¶737 309¶588 51¶058 4¶156 4¶401 1¶655¶458 ` 1¶655¶458

診 療 経 費 ` 9¶539¶112 ` ` ` ` 9¶539¶112 ` 9¶539¶112

教 育 研 究 支 援 経 費 ` ` ` 828¶853 ` 1¶192 830¶045 ` 830¶045

受 託 研 究 費 662¶757 49¶605 21¶399 25¶129 ` 57¶919 816¶811 ` 816¶811

受 託 事 業 費 133¶345 39¶197 37¶189 29¶155 1¶293 16¶777 256¶958 ` 256¶958

人 件 費 6¶346¶111 7¶020¶590 267¶565 1¶121¶583 682¶022 882¶854 16¶320¶728 ` 16¶320¶728

一 般 管 理 費 300¶475 221¶500 1¶878 32¶520 4¶169 371¶744 932¶288 ` 932¶288

財 務 費 用 832 659¶576 ` 1¶880 ` 466 662¶756 ` 662¶756

雑 損 183 717 ` 680 ` 403 1¶984 ` 1¶984

小 計 9¶868¶095 17¶742¶543 637¶620 2¶502¶561 840¶345 1¶355¶213 32¶946¶379 ` 32¶946¶379

業 務 収 益

運 営 費 交 付 金 収 益 4¶062¶354 2¶306¶106 319¶768 1¶963¶672 801¶805 1¶139¶805 10¶593¶512 ` 10¶593¶512

学 生 納 付 金 収 益 3¶698¶550 ` 619 16¶093 10¶125 140 3¶725¶529 ` 3¶725¶529

附 属 病 院 収 益 ` 16¶464¶952 ` ` ` ` 16¶464¶952 ` 16¶464¶952

受 託 研 究 等 収 益 665¶816 50¶748 22¶085 25¶933 ` 62¶729 827¶311 ` 827¶311

受 託 事 業 等 収 益 133¶944 40¶185 40¶375 29¶963 1¶313 17¶437 263¶219 ` 263¶219

寄 附 金 収 益 365¶462 40¶043 5¶431 10¶963 10¶867 23¶469 456¶237 ` 456¶237

財 務 収 益 ` ` ` ` ` 17¶938 17¶938 ` 17¶938

雑 益 837¶093 231¶510 248¶510 383¶073 20¶594 143¶198 1¶863¶982 ` 1¶863¶982

小 計 9¶763¶221 19¶133¶547 636¶790 2¶429¶700 844¶705 1¶404¶719 34¶212¶685 ` 34¶212¶685
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注記事項
１．役員に対する報酬等の支給基準は、鳥取大学役員給与規程及び鳥取大学役員退職手当規程に定められています。
２．教職員に対する給与の支給基準は、鳥取大学職員給与規程に定められており、また、退職手当支給基準は、鳥取大学職員退職手当規程に定められています。
３．教職員給与の支給人員は、年間平均支給人員数を計上しています。
４．常勤・非常勤の定義は、「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等について（ガイドライン）」（総務大臣策定）によって区分しています。
５．常勤は、ガイドライン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」で受託研究費等により雇用する者以外の職員です。
６．非常勤は、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及びガイドラインにおける「派遣会社に支払う費用」以外の職員です。
なお、受託研究費等により雇用する者の人件費は、受託研究費（113¶784千円）及び受託事業費（61¶746千円）です。

７．常勤欄上段（ ）書きは、「退職金相当額を運営費交付金で措置する対象者数について（通知）」（平成16年６月３日付人事課長16文科人第84号）における「退職金相当額を運営費交付金で措置する
必要がある役職員」の支給額を計上しています。
８．報酬又は給与における支給額欄は、法定福利費（1¶580¶196千円）及び賞与引当金繰入額（1¶176千円）を含めて計上しています。
９．退職給付における支給額欄は、退職給付引当金繰入額（20¶818千円）を含めて計上しています。
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